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補助事業採択基準  

 

（目的）  

第１条   徳島県教職員互助組合理事長は、一般財団法人徳島県教職員互助組合助成事  
業交付規程第７条の規定に基づき、実施するための採択基準を次のとおり定めるも  
のとする。  

 

（助成事業の条件）  

第２条   助成事業は、次の各号に適合する事業であること  

（１）教育文化の振興にふさわしい事業であること  

（２）事業の計画及び方法が適切で、かつ助成効果が期待できる事業であること  

（３）助成の効果が特定のもののみに寄与すると認められない事業であること。  

（４）事業者が当該助成金により取得した財産を第三者に寄附するとみなされない事
業であること  

（５）個人が実施する事業であるとみなされない事業であること  

（６）施設の建設又は整備事業にあっては、取得財産が個人の所有物になるとみなさ
れない事業であること  

 

（助成事業者の条件）  

第３条 助成事業者は、次の各号に適合する団体とする。  

（１）助成事業を遂行するに足る団体であること  

（２）代表者の、識見及び能力が信頼するに足る団体であること  

（３）助成事業者として不適当な行為が認められない団体であること  

 

（対象事業費）  

第４条  対象事業費は、他の助成金と重複しない経費であって次の各号に該当する事
業に直接必要な経費とする。  

（１）対象となる事業の実施期間中に発生する経費であること  

（２）助成事業者と異なるものへの支払又は給付をする経費であること  

（３）助成事業者の経常的な運営経費とみなされない経費であること  

（４）事務局の人件費とみなされない経費であること  

 

（留意事項）  

第５条 助成事業の採択については次の事項に留意する。  

（１）長期的に見て同一助成事業の助成対象者間に極端な不均衡をきたすことになら
ないように考慮する。  

（２）前項の規定にかかわらず、事業効果を上げるため必要に応じ各年度において助
成重点事項を定め、重点配分を行うことができる。  

 

 

  附 則  

    この基準は、平成２２年４月１日から適用する。  

    附 則  

   この基準は、一般財団法人徳島県教職員互助組合の設立登記の日から適用する。  


